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  ８月 12 日からの記録的大雨による被害は全国各地に広がり、気象予報では今後も前線や

台風の接近による新たな大雨被害の発生も懸念されている。 

今回、長雨に加え、短期間に集中的な豪雨となった地域で河川が氾濫するなど、新たな特

徴を示し、その結果、避難指示が京都市で 67,941 世帯 135,017 人、京丹後市 4,873 世帯、

11，272 人、合計 72,814 世帯 146,289 人。高齢者等避難が 101,635 世帯、 216,322 人と

なり多くの府民が災害発生の恐怖に直面する事態になった。 

府内の被害は、府が集約（20 日現在）しているだけでも、河川の溢水などによる住家被

害が京都市左京区、山科区、東山区などで一部損壊、床上浸水、床下浸水の 43 棟。宇治市、

城陽市の被害も併せて京都府内で 46 棟にのぼっている。被災者の救援は緊急課題である。 

今回の大雨では、災害の発生を繰り返し改修が急がれている京都市の安祥寺川、旧安祥寺川、

白川、京丹後市の新庄川などの河川が溢水し被害を発生し、復旧とともに新たな災害発生を

防止する緊急対策が必要である。 

また、府道宇治淀線の護岸崩落や国道 178 号の道路陥没など、各地でがけ崩れや道路の

災害による通行止めなどの被害に加え、農業や林業などの被害調査が急がれている。 

日本共産党府会議員団は、12 日深夜から避難所や災害発生の現場を府内の共産党議員団

とともにまわり、また、府域の被害の状況と被災者の要望の聞き取りを行った。その内容を

踏まえて関係機関が連携して、京都府が以下のことを緊急に取り組むように強く求める。 

 

１ 府域全体の被災者への救済支援に全力をあげること。また、被災者生活再建支援法の適

用や、仮に同支援法等が適用されなくても、地域再建被災者住宅等支援制度をはじめ府独

自支援策の周知・拡充・弾力的運用など、万全の対応をとること。  

２ 引き続き、府民の安全確保と被害の全容の把握に全力をあげ、速やかな対応を図ること。

特に、生活にかかわる府道をはじめ幹線道路復旧と緊急の支援を行なうこと。  

３ 市町村と連携し、被害相談の窓口を振興局などに直ちに設置すること。  

４ 今後予想される台風や集中豪雨などに備え、二次災害を防ぐための道路、堤防・護岸・

砂防堰堤・土砂崩れ危険地域などの緊急点検と応急対策を含む改修を急ぐこと。住民の命

と安全を第一にした避難のあり方について周知・徹底すること。  

                                      以上 


